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Ⅰ は じ め に
平成24年（2012年）障害者総合支援法が成立し，翌年同法は施行された。それに先立ち，平
成17年（2005年）10月，我が国では障害者自立支援法が成立し，平成18年（2006年）4月1日
に一部施行，同年10月1日に全面施行されてきた。
この障害者自立支援法第1条では「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ，自
立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう，必要な障害福祉サービスに係る給付そ
の他の支援を行い，もって障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに，障害の有無にかか
わらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与す
ることを目的とする」としている。
厚生労働省は障害者自立支援法について「これらはいずれも，障害保健福祉施策を推進して
いくために必要不可欠なものであり，その着実な定着を図ることが必要である。その一方で，
本改革が抜本的な内容の改革であることから，様々な意見に真摯に耳を傾け，丁寧に対応する
ことが重要である」1）としていた。
平成18年（2006年）4月と10月からの2段階に分けて障害者自立支援法は施行されてきたが，
障害者自立支援法の要点として，①障害の種別（身体障害・知的障害・精神障害）に関わらず，
障害のある人々が必要とするサービスを利用できるよう，サービスを利用するための仕組みを
一元化し，施設・事業を再編，②障害のある人々に身近な市町村が責任を持って一元的にサー
ビスを提供，③サービスを利用する人々もサービスの利用量と所得に応じた負担を行うととも
に，国と地方自治体が責任を持って費用負担を行うことをルール化して財源を確保し，必要な
サービスを計画的に充実，④就労支援を抜本的に強化，⑤支給決定の仕組みを透明化，明確化
の5点をあげ，これにより障害のある人々の自立を支えるとしていた2）。
平成18年（2006年）当時の知的障害者の所在は，障害者施設に入所する知的障害者12.8万人，
在宅で家族と同居する知的障害者38.1万人，在宅で単身は1.7万人，グループホーム・ケアホー
ムには2.0万人，福祉ホーム0.1万人と推計されており3），入所施設からの移行がすすめられて
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いた。入所施設における重度者の比率は高く，更生入所施設（更生入所施設入所者95,252人）4）
にてIQ35以下で重度とされる者は69.0％5）であり，少なくとも72,223人中49,000人余りの人々
が重度とされる。彼らはより多くの支援・介護（以下支援または介護）を必要としている人々
であり，社会保障審議会障害者部会でも重度の人々の地域での生活を支えるサービスを整備す
ることが議論されている6）。
本稿では，障害の有無に関わらず，誰もが望む地域での生活がどのように実現されてきたの
か，それらを実現するための障害者自立支援法下での社会福祉供給が如何に機能したのかにつ
いて検討することを目的とする。その中でも，その障害の支援の困難さと生活の困難を生じる
可能性が非常に高い強度行動障害の状態に該当する人々や，障害者自立支援法による障害程度
区分認定調査の調査関連項目における行動関連項目該当者となる人々，重い行動障害の人々と
その家族にいかなる社会福祉供給がなされたのか着目する。これはその障害の状態ゆえ本人の
意見表明や権利擁護について困難性が高く，かつその行動障害の支援困難性のために容易に権
利侵害されうる可能性が高いためである。（例えば県立袖ヶ浦福祉センター養育園事件他）
Ⅱ 強度行動障害
強度行動障害は精神医学的に分類・定義されているものではなく，日本における行政上の概
念として定立したものである。知的障害や自閉症といった概念が，国際通念上ある一定の基準
により共通の認識を持たれているのとは異なるのが強度行動障害の概念である。「直接的他害
（噛みつき，頭つき，など）や，間接的他害（睡眠の乱れ，同一性の保持例えば場所・プログ
ラム・人へのこだわり，多動，うなり，飛び出し，器物損壊など）や自傷行為などが，通常考
えられない頻度と形式で出現し，その養育環境では著しく処遇困難なものをいい，行動的に定
義される群である。その中には医学的には，自閉症児（者），精神薄弱児（者），精神病児（者），
などが含まれるものの，必ずしも医学による診断から定義される群ではない。主として，本人
に対する総合的な療育の必要性を背景として成立した概念である」7）と，提唱されたものであ
り，強度行動障害は障害の種別を表わす医学的な分類概念ではなく，原因に関わらず問題とな
る行動の改善に向けた取り組みが必要な状態像として定義されたものである。
平成5年（1993年）4月1日付けの厚生省児童家庭局長通知，児発310号「強度行動障害特
別処遇事業の実施について」における厚生省の定義では「精神薄弱児（者）であって，多動，
自傷，異食等，生活環境への著しい不適応行動を頻回に示すため，適切な指導・訓練を行わな
ければ日常生活を営む上で著しい困難があると認められる者」を強度行動障害児・者としてい
る。
そして同通知における操作的定義として，この中で強度行動障害特別処遇事業の対象となる
者は平成5年（1993年）4月1日児障21号厚生省児童家庭局障害福祉課長通知による強度行動
障害判定指針にて示されている。指針中の「強度行動障害の目安と内容例」（表1）において
その行動障害の目安となる状態像が示され，「強度行動障害判定基準表」（表2）において11項
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表1 強度行動障害の目安と内容例
行動障害の内容 行動障害の目安の例示
1 ひどい自傷 肉が見えたり，頭部が変形に至るような叩きをしたり，つめをはぐ
など。
2 強い他傷 噛みつき，蹴り，なぐり，髪ひき，頭突きなど，相手が怪我をしか
ねないような行動など。
3 激しいこだわり 強く指示しても，どうしても服を脱ぐとか，どうしても外出を拒み
とおす，何百メートルも離れた場所に戻り取りにいく，などの行為
で止めても止めきれないもの。
4 激しいもの壊し ガラス，家具，ドア，茶碗，椅子，眼鏡などをこわし，その結果危
害が本人にもまわりにも大きいもの，服をなんとしてでも破ってし
まうなど。
5 睡眠の大きな乱れ 昼夜が逆転してしまっている，ベッドについていられず人や物に危
害を加えるなど。
6 食事関係の強い障害 テーブルごとひっくり返す，食器ごと投げるとか，椅子に座ってい
れず，皆と一緒に食事できない。便や釘・石などを食べ体に異状を
きたしたことのある拒食，特定のものしか食べず体に異状をきたし
た偏食など。
7 排泄関係の強い障害 便を手でこねたり，便を投げたり，便を壁面になすりつける。脅迫
的に排尿排便行動を繰り返すなど。
8 著しい多動 身体・生命の危険につながる飛びだしをする。目を離すと一時も座
れず走り回る。ベランダの上など高く危険な所に上る。
9 著しい騒がしさ たえられない様な大声をだす。一度泣き始めると大泣きが何時間も
続く。
10 パニックのもたらす結果が
大変なため処遇困難な状態
一度パニックが出ると，体力的にとてもおさめられずつきあってい
かれない状態を呈する。
11 粗暴で相手に恐怖感を与え
るため処遇困難な状態
日常生活のちょっとしたことを注意しても，爆発的な行動を呈し，
かかわっている側が恐怖を感じさせられるような状況がある。
表2 強度行動障害判定基準表
行動障害の内容 1点 3点 5点
1 ひどい自傷 週に1，2回 一日に1，2回 一日中
2 強い他傷 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も
3 激しいこだわり 週に1，2回 一日に1，2回 一日に何度も
4 激しいもの壊し 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も
5 睡眠の大きな乱れ 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
6 食事関係の強い障害 週に1，2回 ほぼ毎日 ほぼ毎食
7 排泄関係の強い障害 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
8 著しい多動 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
9 著しい騒がしさ ほぼ毎日 一日中 絶え間なく
10 パニックがひどく指導困難 あれば
11 粗暴で恐怖感を与え，指導困難 あれば
目にわたる行動障害項目の出現頻度により点数化される。「家庭にあって通常の育て方をし，
かなりの養育努力があっても，過去半年以上様々な強度な行動障害が継続している場合」基準
表において10点以上の状態に該当する者を強度行動障害，20点以上の状態に該当する者を強度
行動障害特別処遇事業の対象者とし，障害者福祉政策の対象としての強度行動障害児・者を定
めていた。
Ⅲ 支援体系と行動関連項目
障害者自立支援法において支援体系は自立支援給付と地域生活支援事業の2つの体系に分か
れている。強度行動障害者は障害者自立支援法内では，障害者自立支援法第5条4項による障
害福祉サービスとして行動援護，障害者自立支援法第5条9項による障害福祉サービスとして
重度障害者等包括支援，障害者自立支援法第5条11項による障害福祉サービスとして施設入所
支援が考えられている。これらはいずれも平成18年（2006年）9月29日，厚生労働省告示第
543号「厚生労働大臣が定める基準」にて行動援護，重度障害者等包括支援，施設入所支援に
おける対象者を定めている。
行動援護に関しては，障害程度区分認定調査の認定調査項目のうち行動関連項目とてんかん
発作の頻度の項目（表3）の合計が10点以上の者（平成20年［2008年］4月からは8点，以下，
行動関連項目8点以上に該当する人として行動関連項目該当者とする）で障害程度区分（以下
区分）3以上の者を対象にしており，施設入所支援に関しては，障害程度区分認定調査の認定
調査項目のうち行動関連項目とてんかん発作の頻度の項目の合計が15点以上の者を対象とし，
重度障害者等包括支援に関しては同様の行動関連項目の合計が15点以上の最重度知的障害者を
対象としていた。また，支援の対象としての認定を行うにあたり，障害者の福祉サービスの必
要性を総合的に判定するため，支給決定の各段階において，障害者の心身の状況（障害程度区
分），社会活動や介護者・居住等の状況，サービスの利用意向，訓練・就労に関する評価を把
握，その上で支給決定を行うとされていた。
Ⅳ 供 給 の 格 差
地域における障害福祉サービス供給の格差について，グループホーム・ケアホームの利用者
が平成17年（2005年）度35,000人，平成18年（2006年）度37,499人，平成19年（2007年）度
41,201人と増加しているが，その数は2年で6,000人余り増というものであり施設への新規入
所者数18,556人（平成17年［2005年］～平成19年［2007年］）を見ると8），地域での支援・資
源の未整備は施設入所に至るニーズを生んでいるといえる。同じ構造で，入所施設整備に力を
入れてきた自治体では，ヘルパー利用者数が少なく現れる，すなわち地域での生活を支えるサー
ビスが増加しないという，入所施設と地域での生活を支えるサービス量の相互関係の構造が現
れることは既に指摘されている9）。
また，行動援護実施事業所が全国で720か所となっていたが10），東京都の調査では，事業所
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数0地域が49市区町村中8地域，そのうち支給決定者がいる地域は8地域中4地域である。あ
との4地域は支給決定者が0であるが，ここでは行動援護の代わりに地域生活支援事業の移動
支援を提供していた。区市の所管課に寄せられた利用者・家族からの相談・問い合わせ・苦情
として「対応可能な事業者やヘルパーが少ないため，事実上支給することが難しい」「事業者
が少ない。行動援護に対応できる事業者においても，対応できるヘルパーが極めて少ないため，
利用したい時間や曜日が合わないと実際には利用ができない」等と同様の意見が複数出されて
29
表3 介護給付費単位数表
行動関連項目 0点 1点 2点
6－3－イ
（本人の独自の表現方法を
用いた意思表示）
1．独自の方法によら
ずに意思表示ができ
る。
2．時々独自の方法で
ないと意思表示でき
ないことがある
3．常に独自の方法でない
と意思表示できない。
4．意思表示できない
6－4－イ
（言葉以外のコミュニケー
ション手段を用いた説明の
理解）
1．日常生活において
は，言葉以外の方法
（ジェスチャー，絵
カード等）を用いな
くても説明を理解で
きる。
2．時々，言葉以外の
方法（ジェスチャー，
絵カード等）を用い
ないと説明を理解で
きないことがある。
3．常に言葉以外の方法
（ジェスチャー，絵カー
ド等）を用いないと説明
を理解できない。
4．言葉以外の方法を用い
ても説明を理解できない。
7－ツ
（食べられないものを口に
入れることが）
1．ない
2．ときどきある
3A.週1回以上 3B.ほぼ毎日
7－ナ
（多動又は行動の停止が）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
7－ニ
（パニックや不安定な行動
が）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
7－ヌ
（自分の体を叩いたり傷つ
けたりするなどの行為）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
7－ネ
（叩いたり蹴ったり器物を
壊したりなどの行為が）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
7－ノ
（他人に突然抱きついたり，断
りもなく物を持ってくることが）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
（ほぼ外出のたび）
7－ハ
（環境の変化により突発的
に通常と違う声を出すことが）
1．ない
2．希にある
3．週に1回以上
4．日に1回以上 5．日に頻回
7－ヒ
（突然走っていなくなるよ
うな突発的行動が）
1．ない
2．希にある
3．週に1回以上
4．日に1回以上 5．日に頻回
7－フ
（過食・反すうなどの食事
に関する行動が）
1．ない
2．希にある
3．月に1回以上
4．週に1回以上 5．ほぼ毎日
てんかん発作の頻度
（医師意見書による）
1．年に1回以上 2．月に1回以上 3．週に1回以上
出所：独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園行動援護従業者養成研修テキスト編集委員会
編『行動援護従業者養成テキスト』特定非営利活動法人全国地域生活支援ネットワーク，2007年
いた11）。
行動援護を利用するには，まず地域に事業所があるか否か，次に該当資格を持つヘルパーが
居るか否か，その上で利用曜日・時間が一致しなければならないといった，住んでいる地域に
よる制限と共に，次々と構造的な制限をクリアした者でなければ利用できない仕組みとなって
おり，サービス不足・地域間格差によりサービスニーズですら潜在化する。
また，重度障害者等包括支援事業に至っては平成20年（2008年）1月現在で全国に9か所，
利用者は26人（平成19年［2007年］9月は20人）となっている12）。重度障害者等包括支援事業
は行動関連項目該当者にとっては，地域での暮らしを支える重要な事業であるが，全く供給さ
れていないといえる数値であった。
Ⅴ 市町村障害福祉計画と地域生活支援事業
障害者自立支援法第2条では市町村の責務が規定されており，その中では「必要な自立支援
給付及び地域生活支援事業を総合的かつ計画的に行うこと」とされる。また同法第88条では市
町村障害福祉計画の策定の義務について定めている。しかし，伊藤は以下のように指摘してい
る。「国・地方公共団体の公的責任の範囲は，福祉サービス提供体制の確保の責任にとどまり，
福祉サービス提供そのものまで責任は及んでいない。…あくまでも計画で，計画が達成されな
かった場合に，市町村等の法的責任を追及することは不可能に近い」13）九州弁護士会連合会・
大分県弁護士会も同様の論旨である14）。ただし，計画で定められた必要なサービス量が確保さ
れず，サービスが利用できない状態が悪化したなどの何らかの損害が生じたとして，損害賠償
を問う形で，間接的にサービス整備の懈怠責任を問う余地もあると述べている15）。しかし，行
動障害がある人々の場合，その損害が仮に生じた場合既に生命の安全に危機が及んでいる可能
性は高く，不可逆的な損害となりうる。
伊藤はこれらを「サービス（現物）保障から費用保障への公的責任の転換」16）としているが，
このような不安定供給の下では障害者自立支援法が示した，利用者・家族が安心して地域で暮
らせるとした目的を担保するものは無きに等しくなる。
次に，市町村が行う事業として地域生活支援事業があるが，必須事業として相談支援事業，
コミュニケーション支援事業，日常生活用具給付事業，移動支援事業，地域活動支援センター
がある。これらの事業費は介護給付と訓練等給付が国の義務的経費になったのに対し，裁量的
経費のまま個別の事業に基づく配分ではなく地域生活支援事業に対する統合補助金とされてい
た。その裁量的経費としての不安定さや，低額な水準により，市町村の財政事情でサービス水
準が切り下げられたり，市町村間格差が拡大する可能性が高く問題だと指摘されている17）。
きょうされんの調査では，小規模作業所を利用する42.5％の利用者が知的障害であり，56.4
％が重度の障害を持っており，知的障害と回答した利用者については，地域活動支援センター
21.0％，就労継続支援事業（雇用型）17.3％，就労継続支援事業（非雇用型）13.0％，就労移
行支援事業5.9％，生活介護事業3.2％，自立訓練事業（生活訓練）2.3％，自立訓練事業（機能
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訓練）および療養介護事業0.3％を障害者自立支援法施行後の利用先と答え18），地域活動支援
センターが日中の重度知的障害の人々の通所先となることは明らかであり，地域生活を支える
日中活動の場としての地域活動支援センターは多くの支援を行い，重度知的障害の人々の日中
活動の場として重要な位置を占めていた。地域活動支援センターを利用している行動関連項目
該当者や行動関連項目8点を満たさない人々にとっても，地域活動支援センターにより支援を
安定して供給されなければ地域での生活は成り立たない。また，行動関連項目該当者がより支
援を必要としている観点からは，利用者10名に対し職員2名の体制では十分であるとは言えな
いが，自立訓練，就労継続支援，就労移行支援，生活介護に該当しなかったり，利用できない
状況にある人々や，従来からの小規模作業所からの利用継続を望む人々にとって，地域活動支
援センターを選択せざるを得ない状況にある場合は，条件が良くない場合であっても選択しな
ければ生活できないといえる。また，今までの地域に資源として日中活動の場がなかった時代
から，小規模作業所を作り上げてきた状況のなかで生活してきた人々にとって望むものは，新
しい法律による新しい施設ではなく，従来からの不安定な状況をより安定化できる社会的な支
援であると指摘できる。
移動支援事業は，支援費での居宅介護支援費類型（身体介護・家事援助・移動介護［身体介
護を伴う場合は身体介護，伴わない場合は家事援助の単価］・乗降介助・行動援護）から，移
動介護の一部が地域生活支援事業に移行されたものであった。支援費の行動援護類型にて外出
していた人々が行動援護対象者に該当しない場合も移動支援を利用することとなり，同じ行動
援護の支援を必要とする人々が行動関連項目に該当するか・しないかにより，その財政的裏付
けは安定供給と不安定供給に分割されていた。
当時の平成17年（2005年）度知的障害児（者）基礎調査結果の概要によると，ひとりでの外
出状況は最重度者の57.0％，重度者の50.6％が「ほとんどでかけない」と答え，「よくでかけ
る・時々でかける」と答えた最重度者は5.8％，重度者の16.4％でしかない19）。知的障害者の外
出・社会参加を支えるのは旧来の「家族の努力と本人の訓練」であるならば，この結果は永遠
に変わらないだろう。移動支援は知的障害者の地域での生活を支える重要な資源である。特に
行動関連項目該当者とそうでない者に分割されている状況においては，たとえ1項目でも1点
でも行動関連項目に該当する人々にとって，移動支援は通院や地域行事の参加や日常生活範囲
の狭小化を防ぐ術となるものであり，その人が必要とする支援を十分に供給することが地域生
活への移行を促し，地域生活への移行の失敗を回避することにつながると考えられる。
Ⅵ 相談支援事業
相談支援事業は本人や介護者などからの相談に応じ，「必要な情報の提供等の便宜を供与す
ることや，権利擁護のために必要な援助を行うことにより，障害者等が自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるようにすることを目的とする」として市町村地域生活支援事業に
位置付けられていた20）。サービスニーズと実際のニーズをその中でも市町村相談支援機能強化
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事業の実施率が35％であり21），障害者等に情報が周知されていない等として相談支援体制が不
十分な状況にあったといえる。
また地域自立支援協議会は，相談支援事業をはじめとする地域のシステムづくりに関し，定
期的な協議の場として市町村が設置するとされていた。それまでのサービス調整会議と呼ばれ
ていたものに近く，100％設置済の県から9.5％設置済といった県まであり22），全国の未設置市
町村は50％といった状況であった23）。運営方法がイメージしにくいといった意見もあり運営の
形骸化が懸念され，地域自立支援協議会の法令上の位置づけの明確化，地域自立支援協議会設
置運営マニュアルの作成が求められていた。地域自立支援協議会は障害者が抱える実際のニー
ズや地域の課題について協働する場としての機能を期待されていたが，地域間における格差の
存在が明確であった。
次に，サービス利用計画についてだが，サービス利用計画作成費の活用が不十分であるとし，
サービス利用計画作成費の支給対象の範囲を「障害者支援施設からの退所等」と「同居してい
る家族の障害・疾病等」と明確化された。
相談支援事業の一つとして成年後見制度利用支援事業が考えられていたが，これは成年後見
制度の申し立てに要する経費及び後見人等の報酬の全部または一部を助成するものであった。
しかし，成年後見制度利用支援事業の実施率は全市町村のうち28％であり，虐待防止，権利侵
害防止の支援体制が不十分な状況であった24）。
相談支援事業は利用者や家族らが抱える実際のニーズ，言いかえればサービスニーズで対応
しきれていない実際のニーズに対して補完するものであり，その機能は相談，サービス調整に
留まるものではないだけに，実際の困難な状況を抱える人々にとっては重要であると言える。
それだけに，これらの相談支援事業が未実施とされていた地域の多さは，一概に市町村の責任
で済まされず，その問題の原因が普遍的に存在することを示すと考えられる。市町村地域生活
支援事業は自立支援法施行当初から，国の補助金事業であり義務的経費として計上されていな
い点，財政的に脆弱な自治体では必須事業の遂行で手一杯と指摘されている25）。
Ⅶ お わ り に
ここまで，社会政策・社会行政論における主要概念となる必要（ニーズ）と資源（供給）の
観点から，その障害の支援の困難さと生活の困難を生じる可能性が非常に高い強度行動障害の
状態に該当する人々や，障害者自立支援法による障害程度区分認定調査の調査関連項目におけ
る行動関連項目該当者となる人々，重い行動障害の人々とその家族の持つ多様な社会生活上の
困難が障害者自立支援法の施行によりいかなる社会福祉供給がなされたのか検討してきた。
日中活動の場の多くが不安定基盤のうえに立ち，強度行動障害の状態に該当する人々や，障
害者自立支援法による障害程度区分認定調査の調査関連項目における行動関連項目該当者とな
る人々，重い行動障害の人々の利用の可能性を考えて設計されたとは考えにくい供給項目群，
地域の資源量不足による利用制限と利用抑制によるサービスニーズの潜在化，さらに，相談支
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援事業が確実に実施されていない状況は，ニーズと供給の齟齬として発生する実際のニーズを
補完する機能を果たしているとは言えず，これらを含め社会福祉サービスの供給諸次元におけ
る問題の在り処の一端を示してきた。
地域で強度行動障害の状態に該当する人々や，障害者自立支援法による障害程度区分認定調
査の調査関連項目における行動関連項目該当者となる人々，重い行動障害の人々の生活を支え
るには家族だけの力では限界があり，生活の場に本人や家族が求める支援（サービスニーズと
実際のニーズに対応する支援）が存在しない場合，本人だけでなく家族も同時に重篤な生活の
危機に晒されることを認識する必要があると考える。
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